
　貸　  借  　 対　  照　  表

 （平成２３年３月３１日現在）
（単位：千円）

区　　　　　　　　分 　　金　　　 額 区　　　　　　　　分 　　金　　　 額

前　　払　　費　　用

流動負債合計

流動資産合計

有形固定資産合計

役員退職慰労引当金

固定負債合計

無形固定資産合計

投資その他の資産

　繰  越  利  益  剰  余  金

貸　倒　引　当　金

投資その他の資産合計 株主資本合計
固定資産合計 評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

資       産       合       計 負  債  及  び  純  資  産  合  計

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)

現 金 及 び 預 金 39,140 買 掛 金 1,518 ,364

 資　   産　   の　   部  負　   債　   の　   部

流 動 資 産 流 動 負 債

割 賦 債 権 666,568 一年以内返済予定長期借入金 1,150 ,800
受 取 手 形 134,773 短 期 借 入 金 3,793 ,000

売 掛 金 685,917 未 払 法 人 税 等 34,805
営 業 貸 付 金 929,609 未 払 金 1,110 ,563

11,600
賃 貸 料 等 未 収 金 57,186

未 払 費 用
121,033前 受 収 益

繰 延 税 金 資 産 賞 与 引 当 金

リ ー ス 投 資 資 産 7,668 ,780

1,402 ,427 27,564
16,596

割 賦 未 実 現 利 益
5,383

11,579 ,175

貸 倒 引 当 金

6,494 その他の流動負債 1,178

△  28,320 7,774 ,293

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債
有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金 2,244 ,550

1,851 ,462投 資 損 失 配 分

そ の 他 賃 貸 資 産 55,313 長 期 未 払 金 852,007
社 用 資 産 105,286 繰 延 税 金 負 債 30,731

160,600 退 職 給 付 引 当 金 8,051

31,287

無 形 固 定 資 産

 純　   資　   産　   の　　部

その他無形固定資産 3,830

その他の固定負債 1,020

投 資 有 価 証 券 181,375

5,019 ,110

3,830 負 債 合 計 12,793 ,403

出 資 金 1,844 ,804 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
資 本 金 150,000

長 期 前 払 費 用 1,297 そ の 他 利 益 剰 余 金
差 入 保 証 金 18,714 利 益 準 備 金 6,855

そ の 他 136,607 909,040

△  1,853 利 益 剰 余 金 合 計 915,895

13,924 ,551 13,924 ,551

2,180 ,944 1,065 ,895
2,345 ,375

65,252

65,252

純 資 産 合 計 1,131 ,147



 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券(時価のあるもの) 

 決算日の市場価格等に基づく時価法 なお、評価差額は全部純資産直入法によ 

  り処理しております 

(2)  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・貯蔵品 最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に 

  基づく簿価切下げの方法により算定)によっております 

(3)  固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  法人税法の規定による方法と同一の基準を採用し、定率法によっております 

   ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)につ 

  いては定額法を採用しております 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりです 

  建 物 13 年～47 年 

  工具器具備品  4 年～15 年 

② 無形固定資産 

  定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては、社 

  内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております 

(4)  引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

  リース料等の未収入金等の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定 

  により、債権の取り立て不能見込額を計上しております 

② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てるため、支給対象期間基準による支給見込額を計 

  上したものと、それにかかる社会保険料の会社負担分を含めて計上しており 

  ます 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とし 

  て計上しております 

④ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、規則に基づく期末要支給額を計上し 

  ております 

 

 



 

(5)  収益及び費用の計上 

① ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上方法 

  リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっておりま 

  す 

② 割賦販売取引の割賦売上高及び割賦売上原価の計上方法 

  割賦販売契約実行時にその債権総額を割賦債権に計上し、割賦契約による支 

  払期日を基準として当該契約期間に対応する割賦売上高及び割賦売上原価を 

  計上しております 

なお、支払期日未到来の割賦債権に対応する未実現利益は、割賦未実現利 

  益として繰延処理しております 

(6)  その他計算書類作成のため重要な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております 

 

２ 重要な会計方針の変更 

（表示方法の変更） 

    前事業年度まで「その他の流動資産」に含めて表示していました「建設工事用 

  の仮設材」（前期末 1,167 百万円）は、当事業年度より「前払費用」に含めて掲 

 記しております 

  前事業年度まで「その他の固定負債」に含めて表示していました「投資損失配 

  分」（前期末 1,750 百万円）は、当事業年度より区分掲記しております 

  

３ 貸借対照表に関する注記 

 (1)  有形固定資産の減価償却累計額 

賃 貸 資 産     82,346 千円 

   (減損損失累計額が含まれています) 

 社 用 資 産    158,099 千円 

 計   240,445 千円 

(2)  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権    388,295 千円 

   短期金銭債務    8,919 千円 

 

 

 

 

 



 

(3)  リース投資資産及び割賦債権内訳 

  リース投資資産      割 賦 債 権 

債 権 額   8,212,451 千円      670,114 千円 

   見 積 残 存 価 額   94,576 千円     ― 

 受取利息相当額    △ 751,685 千円     △ 27,605 千円 

 計    7,555,342 千円      642,509 千円 

(4)  一年を超えて入金期日の到来する営業債権 

リース投資資産    5,089,169 千円 

   割 賦 債 権   369,325 千円 

 営業貸付債権    749,165 千円 

 計    6,207,659 千円 

 

４ 当期純損益金額 

 当期純利益 40,497 千円 

 

 （記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 


